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研究概要

１．問題意識
：企業の経営環境が急変　①顧客ニーズの多様化・急変化　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　② IT製品等得意の組立生産業務で利益率低下
　←利益確保に向けた企業の方向は、

　　　①新製品開発のスピードアップ　　　

②差別化・特許保護された技術で高付加価値化

：企業は自社で利益独占指向。R&D組織の‘ﾓｼﾞｭｰﾙ化・社外活用’には葛藤

：R&Dの社外資源活用の望ましいあり方を、産業性格の違いも念頭に考察

　←R&D活動を重視。90年代後半以降は、R&D側も社内外の組織をﾓｼﾞｭｰﾙ’
　　　のように速く組合せ、ニーズに合わせ速く､多様に対応する動き

２．研究内容
：企業のR&D活動における社外活用の実態

：社外活用増加の背景、要因

：社外活用の成果、今後の動向、課題

：提言

３．研究手法　：統計調査、アンケート調査
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資料：総務省『科学技術研究調査報告』各年版よりFRI作成

Ⅰ．企業R&Dの社外活用の実態

輸送用機械

通信電子計測

（徐々に伸びているが､伸び率は小さい）
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資料：総務省『科学技術研究調査報告』各年版よりFRI作成

運輸通信公益

輸送用機械

通信電子計測

医薬品

（96年以降急増。輸送用機械，運輸通信公益、通信電子計測、医薬品中心）
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90年代前半の自己負担費と社外支出費の伸び率比較
（1995/1989年）

社外支出伸び率　　％

自己負担伸び率
資料：総務省『科学技術研究調査報告』各年版よりFRI作成

％

石油・石炭・プラスチック・ゴム

食・繊・パルプ・印刷

通信電子計測

窯・鉄・非鉄・金属

輸送用機械

他工業

製造業

運輸通信公益

電気機械

精密機械 医薬品

機械工業

化学（非医薬）

農・鉱・建

（自己負担と社外支出はほぼ同じ割合で増加）

４５度線
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90年代後半の自己負担費と社外支出費伸び率比較
（2001/1995年）

社外支出伸び率　　％

自己負担伸び率　　　％

資料：総務省『科学技術研究調査報告』各年版よりFRI作成

通信電子計測

精密機械機械工業

輸送用機械
製造業他工業

電気機械
医薬品
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石油・石炭・プラ・ゴム

化学（非医薬）

農・鉱・建

（社外支出が急増。通信電子計測が突出、精密機械、機械工業、輸送用機械が次ぐ）

４５度線
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資料：総務省『科学技術研究調査報告書』各年版よりFRI作成

社外支出費割合（社外支出/自己負担）

社外支出/自己負担 ％

輸送用機械

医薬品

全産業

製造業

通信電子計測
機械工業

精密機械

医薬品以外の化学

　　　（全体的に増加。運輸通信公益、ソフトウエアが図外に突出する以外では　　　　　　　
　輸送用機械、医薬品が大きい）



7資料：総務省、経済産業省資料よりFRI作成

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

0 5 10 15 20 25 30

海外支出分が極端に多い医薬品

海外向け委託費/自社研究費％

委託研究費/全社研究費　

％

医薬品

一般機械

自動車・部品電気機械

化学（非医薬）

精密機械

0

20

40

60

80

100

0 5 10 15 20

関連企業向けが極端に多い自動車・部品

関連企業向け/委託研究費 ％

委託研究費/全社研究費

自動車・部品

製造業

医薬品

IT（電子通信計測）

電気機械

一般機械

精密機械

化学（非医薬）

％

（ｸﾛｰｽﾞﾄﾞな中での対応）

電子通信計測

（海外の優秀な研究者との
つながりや、海外現地での
臨床試験などの規制要因）
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産業別R&Dの社外活用の特徴

消極、近年の増加：中9.1％5.5％480億円一般機械

消極、近年の増加：中10.3％4.6％230億円精密機械

近年の増加：大15.1％5.8％2，240億円電機

消極的-2.6％3.3％290億円化学（非医薬品）

積極、近年の増加：中6.5％16.2％1，410億円医薬品

グループ企業活用8.5％24.0％4，610億円輸送用機械

他特徴
社外活用
増加率

社外活用
割合

社外活用
絶対額

産業名

資料：総務省資料及び今回アンケート調査よりFRI作成　

近年の社外活用増加率に注目
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回答企業数

資料：今回のアンケート調査よりFRI作成

Ⅱ．企業R&D社外活用増加の背景，要因

（アンケートでは研究と開発に分けて質問。以下開発中心に報告）

本来企業はR&Dを自前で
行い､成果を独占したい

敢えて社外活用するのは
大きな状況変化があるはず
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利益確保の手段の大きな変化
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資料：今回のアンケート調査よりFRI作成
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従来の生産面での優位性から

特許保護、市場化スピードの優位性へ
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社外活用の目的（開発、将来）

回答企業数

資料：今回のアンケート調査よりFRI作成

(社外活用の種類）

0

10

20

30

40

50

固定費削減 技術獲得 技術補強 意識改革 スピード 標準化

試験検査委託
研究委託
研究成果購入
VB買収出資
少数共同研究
ｺﾝｿｰｼｱﾑ

複雑性への対応 スピード変化への対応



12

0

20

40

60

80

100

技
術
情
報
の
秘
匿

特
許
に
よ
る
保
護

製
品
の
先
行
的
な
市
場
化

販
売
･
サ
ー
ビ
ス
網

生
産
技
術
や
ﾉ
ｳ
ﾊ
ｳ

ブ
ラ
ン
ド
力

0

20

40

60

80

100

技
術
情
報
の
秘
匿

特
許
に
よ
る
保
護

製
品
の
先
行
的
な
市
場
化

販
売

・
サ
ー
ビ
ス
網

生
産
技
術
や
ノ
ウ

ハ
ウ

ブ
ラ
ン
ド
力

5年前
現在
将来

手段の変化大（電機）型手段の変化小（自動車／部品）型

回答企業の割合　％ 回答企業の割合　％
(他には医薬品産業） （他には機械、精密機械、化学産業）

資料：今回のアンケート調査よりFRI作成

企業の利益確保手段の2タイプ
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産業別利益確保手段がなぜ２ﾀｲﾌﾟに別れるのか
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精密機械工業は､研究開発のタイプ
が、電子通信計測型になっている
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5年前
現在

１製品当たりに必要な特許数のここ５年間の変化
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社外活用増加の要因

-2.6％
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社外活用
増加率

3515中-22％化学（非医薬品）

0　　0小+5％医薬品

15-10小-18％輸送用機械

5020大-8％一般機械

2020大-40％精密機械

3035大-42％電機

特許保護
重視度

上市スピード
重視度

利益確保
手段変化度

モデルチェンジ
短縮度

産業名

資料：総務省統計，今回アンケート調査よりFRI作成

特許差別化・高付加価値化よりもスピード獲得が要因
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付加価値に対する研究開発費割合
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資料：総務省､経済産業省資料より作成
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　　単位付加価値当たりの効率が急低下する通信・電子・計測
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回答企業割合　％

利益確保手段(将来）の産業別特徴

利益確保にはスピード、特
許保護だけでは不足。プラ
スアルファーが必要
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Ⅲ．企業の社外活用の成果，今後の動向，課題
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社外活用の課題は何か
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機械産業に多くみられる
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社外活用の問題点（開発）

資料：今回のアンケート調査よりFRI作成
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ヒアリングでは、社外活
用は成功するほど評価さ
れず。なぜ自社のみでや
らなかったかと批判

組織の‘ﾓｼﾞｭｰﾙ化’を進めるには、ﾓｼﾞｭｰﾙ内容の
認知とインターフェースの明確化が必要だが・・
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産業別主要問題点の所在
（以下を問題点として選んだ企業の割合）

将来（％）現状（％）将来（％）現状（％）
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506733医薬品

192544電機

112362自動車･部品

281167化学

503660精密機械

602064機械

吸収能力不足

機械系産業の能力不足が目立つ



25資料：今回のアンケート調査よりFRI作成

将来の企業の研究開発活動のあり方
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（企業内の技術独占狙いの閉鎖・ｽﾄｯｸ型R&Dから、

企業の枠を越えた専門研究者のﾀｽｸﾌｫｰｽ型R&Dに向う芽生え）
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提言
・　ニーズの多様化･急変化への対応策としてR&Dの社外活用は必要・有効
　　シーズ側も、速く多様な社内外組織の組み合わせを実現すべき

　　（しかし必要条件。利益確保にはスピード以外の手段の多様性が重要）　
その必要性は、産業別・製品のアーキテクチャーにより異なる

・　社外活用をやりたいがやれず、消極的な機械は問題多い。社外活用不慣
れが一因。適した社外技術の発見､吸収能力、共同研究の功績評価など､
自前主義前提の評価システムからの脱却必要
　　社外活用ノウハウ獲得のため、慣れた外国人CTO採用、MOT教育必要

　　
・　将来的には企業内の閉ざされたR&D型から、企業の枠を越えた最適研究
者によるタスクフォース型へ。そのためには研究者の流動性が必要。　　
研究者の兼業を認め、研究者の公的レーテイングの制度化、守秘義務規
定の明確化が必要。
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17%
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16%

500億～1千億円
15%

1千億～2千億円
16%

5千億～1兆円
16%

2千億～5千億円
20%

売上高別回答企業割合 産業別回答企業数

（2002．12月実施。研究開発費の多い1部上場企業　513社対象，93社より回答）

資料：今回アンケート調査よりFRI作成

参考資料１　アンケート調査　回答企業像

回答数多いか、R&Dに積極的な産業を対象選択各階層バランスよく回答を得られた
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機械

14

10

12

13

12

9

合計

22332500億円未満

42112500億円～1千億円

12451千億円～2千億円

341312千億円～5千億円

3345千億円～1兆円

33121兆円以上

自動車・
部品

電機機械化学医薬品

参考資料２　アンケート回答企業の売上規模別分布

資料：今回アンケート調査よりFRI作成

(産業別回答企業に売上規模の偏りが無く、売上規模による影響を無視できる）
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参考資料３　組織のモジュール化とその活用を、製品と比べた場合の違い・課題

自前主義型から社外活用型への転換のため、社外組織能力の評価力、
社外活用成果の評価力を構築する

今後の課題

（組織側）

モジュール型製品に対応した
研究開発部門

品質、ブランドより､多様性開発スピード
の速さが要求

モジュール化が

望ましい条件

組織買収が少なく個人の流動性
が低く、活用は不活発
→研究者の兼業化などで流動化　
　　促進が必要

活発な活用で、スピード、多様性を獲得モジュールの活用

ケースバイケースで提携条件は
不明確。一般に非公開

→（商社など）仲介機能が必要
オプーン型は明確、公開インターフェース

個々の組織、研究者、技術者の能
力の実態は外から判断困難

→レーティングが必要
標準化され､実態が外からみても明確モジュール自身

R&D活動全体における一部の　
サブシステムとし、自社内外の
R&D活動の一部に活用される

製品全体のシステムの中のサブシステ
ムとして、あるまとまった部品群

モジュールとは

R&D組織製品


